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卒  業  者
在学者
総　数 小学・中学 高校・旧制中 短大・高専 大学・大学院
1968 76,551 69,155 39,792 23,099 6,264 ─ 7,395
1971 79,419 72,356 39,120 25,681 7,555 ─ 7,064
1974 82,129 74,780 37,503 27,919 9,358 ─ 7,349
1974 82,815 75,381 37,882 28,084 9,415 ─ 7,434
1977 86,126 78,325 37,731 30,909 9,686 ─ 7,781
1979 88,297 79,848 35,161 32,445 12,242 ─ 8,385
1982 91,264 82,559 32,952 36,050 5,716 7,841 8,446
1987 97,337 87,172 30,431 39,608 7,393 9,740 9,762
1992 102,938 91,736 27,713 42,688 9,593 11,673 10,316
1997 106,653 96,123 25,599 44,598 11,822 14,017 9,449
2002 109,175 99,534 24,330 44,836 13,867 16,414 8,951









































総　数 農林業 非農林業 総　数 農林業 非農林業 総数
1956 39,863 10,536 5,769 4,762 11,623 9,599 2,024 17,703
1959 41,330 10,766 5,943 4,823 10,375 8,433 1,942 20,167
1962 42,855 9,835 5,100 4,684 8,867 6,764 2,060 24,153
1965 44,779 9,745 4,776 4,932 8,155 5,959 2,163 26,879
1968 49,006 10,003 4,320 5,680 8,475 5,622 2,853 30,528
1971 50,630 9,899 3,790 6,108 7,076 4,202 2,874 33,652
1974 50,986 9,387 3,240 6,141 5,727 3,082 2,644 35,866
1974 51,341 9,478 3,272 6,200 5,753 3,095 2,657 36,105
1977 53,649 9,730 2,966 6,756 6,096 2,894 3,201 37,815
1979 54,737 9,537 2,651 6,879 5,733 2,599 3,134 39,442
1982 57,888 9,536 2,422 7,112 5,869 2,531 3,337 42,454
1987 60,502 9,071 2,111 6,957 5,255 2,171 3,083 46,153
1992 65,756 8,442 1,760 6,672 4,712 1,813 2,895 52,575
1997 67,003 7,931 1,582 6,335 4,052 1,426 2,623 54,997
2002 65,009 7,041 1,310 5,702 3,114 1,082 2,022 54,733
2007 65,978 6,675 1,177 5,368 1,876 767 1,083 57,274
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年 3 月大学卒業者数は、約 55 万人であるのに対し、










けの比較でみると大学進学者のうち、約 12 人に 1 人
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と、男女とも 40 歳代前半にかけて上昇している。その後、男性では 50 歳代後半まで横ばいだが、女性では低下する。














































































































ていない法科大学院が 2 校、合格率 10％未満が上記 2 校
を含み 17 校（全 74 校）であり、もっとも合格率の高い
大学院でも 50.4%である。
フリーターや「ニート」は、本人の意識だけで生じて
いるのであろうか。法科大学院、歯学部などは、就業意
識も高い学生たちが進学しているのではないか。にもか
かわらず、現実には法科大学院、歯学部の過大設置のた
めに、合格率はこれだけ低くならざるを得ない。高校卒
業後、就職していく者たちについても同じ事が言える。
社会は彼らの就職の場を提供しているのか。企業は非正
規雇用、そして外国人労働力の移入、あるいは生産拠点
の海外移転を行なっている。高校を卒業しても就職がな
い。その抜け道として大学進学しても、問題は 4 年先送
りされるだけである。
Ⅴ．韓国の進路進学相談教師の導入に当たる 
示唆点
日本において韓国と違う可能性があるとすると、Ｉタ
ーン、Uターンという就職があることである（たとえば
http://tenshoku.mynavi.jp/ui_turn/）。Uターンとは地方
の高校から都市の大学に進学し、出身地に戻り就職する
こと、Iターンとは都市の大学を卒業して地方に就職する
ことを言う（その比率について前ページ（資料）参照）。
社会における勤労観、中央集権的な社会を目指すのか
分権的な社会か、何よりもどのような社会を作り、そこ
では人間がどのように生かされるのか。そして、そこで
教育はどのような役割を担うのか。これらの根源的な問い
なくして、生徒たちに職業・進路は語ることができない。
その意味では文部科学省が提示する「教科の中で」とい
う意味ではなく、学校教育を総合的に問い返し、教育活
動総体の中で進路指導を考えていくことが必要である。
〈注〉
 1） 日本では以下に見るように政策的には「進路教育」の代
わりに「キャリア教育」という文言が使われている。一
方、実際の学校現場等では「進路指導」という文言が使
われる。「進路指導」というときには、就職のみならず、
進学も含めている。「キャリア教育」が以下に見るように
就労指導的意味合いが強いことには注意が必要である。
 2） http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2007/6.htm
 3） http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/index.
htm
 4） http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/__
icsFiles/afieldfile/2010/03/18/1251171_001.pdf
 5） http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shotou/023/toushin/06122007/all.pdf
 6） http://www2.ttcn.ne.jp/~honkawa/7670.html
